
ポルトガル語を母国語とする使用者及び労務管理担当者の
皆様を対象にした母国語（ポルトガル語）

による労働基準法等説明会

浜松労働基準監督署

2025年２月21日（金）
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◎ 解 雇：使用者から一方的に労働契約を終了すること

➤ 解雇の予告は口頭で行っても有効（トラブル防止のため書面交付が望ましい。）

➤ 一度行った解雇の予告の意思表示は、使用者が一方的に、取り消す
   ことは出来ない。

➤ 懲戒解雇を行う場合であっても、労働基準監督署長の解雇予告除外認定
    を受けていない場合には、３０日前の解雇の予告又は３０日分以上の平均
   賃金（解雇予告手当）の支払が必要（労基法第20条）（解雇予告除外認定
 を受ける前に、解雇の予告又は解雇予告手当の支払なく解雇を行った場合
 には、労基法第20条の違反となる）。

➤   解雇予告期間中は、労働関係は存続する。労働者が自己の都合により欠勤
したのでなければ、使用者の都合により労働者を休業させた場合には、

             休業手当の支払いが必要（労基法第26条）。
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◎ 退 職：労働者からの申出によって労働契約を終了すること

 ➤ 民法上、退職するにあたって、会社の了解を得る必要はない。

 ➤ 期間の定めのない労働契約では、退職の申入れ後の労働契約終了時期は、
民法で２週間後とされているため、当該申入れ時期を２週間よりも前とすると、
民事上、無効と判断される可能性がある。

◎ 契約期間満了（有期労働契約の雇止め）

➤ 有期労働契約（3回以上更新した場合、又は1年を超えて継続して雇用
している場合）で、次回の契約更新をしない場合には、少なくとも契約期間
の満了する日の30日前までに、その予告をする必要あり
また、労働者から請求があれば、雇止め理由書の交付が必要

（有期労働契約の締結、更新及び雇い止めに関する基準）

✔ 有期労働契約が通算で5年を超える場合は、労働者の申込により、
無期労働契約に転換される（労働契約法第18条）
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➤ 次のような賃金の控除・減額は禁止されています！

✔ 賃金控除協定を結ばずに、法令で定めがあるもの以外のもの（食事
代・寮費・互助会費・財形貯蓄金・民間保険料e t c .）を控除すること。

✔ 労働者との合意なく損害賠償額等を控除して支払うこと。

※ 賃金控除協定を結んで控除できるものは「事理明白なもの」に限られます！

✔ すでに働いた期間の賃金について、賃金額を引下げて支払うこと。
（すでに働いた分の賃金を引下げて支払うことはできません）

✔ 目標が達成できなかった場合には、当初約束した月給額ではなく、最低賃金額
での支払いとする契約をすること。
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【損害賠償額等の控除】

現実に生じた損害について賃金から控除するという賃金控除協定を結んだとし
ても、損害額が確定し、労働者と会社との間で、合意ができている額を超えて、
賃金から控除することはできません（トラブル防止のため合意書も作成しましょ
う）し、未確定・不明な場合には、合意があったとしても控除すること自体問題
があります。また、一定期間勤務しなかったことを条件として行う資格取得費用
の返還についても、貸借契約を結ばずに行うと事理明白とは言えません。

また、損害賠償額の予定（労働契約の不履行があれば、実際の損害の有無や額
にかかわらず、一定の金額を支払うことを予め定めておくこと）については禁止
されています（労基法16条）ので、損害賠償や資格取得費用の返還について定め
る際にはこの点も注意してください。

なお、賃金を支払ったうえで、損害賠償請求や費用の返還を求めることは、労
基法上は禁止されていません（民事的な問題となります）。
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➤ 派遣労働者の休業について、派遣元との労働契約期間が残っている状態で、派遣先との契約

解除がされた場合、契約解除された派遣先に派遣した労働者に対して、他の派遣先を紹介でき

ない場合には、原則として、休業手当の支払いが必要となります
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➤変形労働時間制等を採用していない場合、週４０時間を超える労働は時間外労働
として算定する必要があります！

※ 所定休日を、日曜・祝日と隔週土曜日としている場合などに注意

例）１日７．５時間×６日＝週４５時間となり、５時間が時間外労働となる。

（時間外割増賃金の支払が必要）

※※ 変形労働時間制等を採用していない限り、１日８時間・週４０時間（特例措置対象

事業場の場合は４４時間）を超えて労働させた場合には、すべて時間外労働となる。

（変形労働時間制等を採用していても、事前に定めた勤務日や勤務時間以外に勤務させる

と時間外労働となる場合があるので注意が必要です！）
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➤週を跨いだ代休・振替休日は、時間外労働として扱う必要がある場合があります！

【代休と振替休日】

✔ 代 休 ： 休日労働や長時間労働をさせた場合に、他の労働日を休日とするもの

✔ 振替休日 ： あらかじめ休日を変更することにより、休日を振り替えるもの

  ➡ 法定休日の振替をした場合には、休日労働とならない。
（休日割増賃金の支払は不要）

  法定休日労働させた後に代休取得した場合には、休日労働となる。
（休日割増賃金の支払が必要 (*)）

     ➡ 休日労働とならない場合でも、同一週内で代休・振替ができず、週の法定労働時間
を超えて労働させた場合には、時間外労働となる。

（時間外割増賃金の支払が必要 (*)）

  (＊) 代休・振替休日により、100％部分は相殺されるので、25や35％の割増部分の支払いで可
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➤ 特定の手当のみの支給で、時間外等の割増賃金を支払わないことは禁止です！

【定額時間外手当制度】  ：  毎月一定額を残業・深夜手当として支給したり、基本給や
（固定残業代 etc.） 別の手当に残業代・深夜手当を含めて支給する制度

➡ 導入するには、以下のことが必要です。

① 割増賃金に該当する部分が明確に区別され、労働者に周知されていること
例）「職務手当5万円（この内、2万円は時間外割増賃金（20時間分）、5千円は深
夜割増賃金（25時間分）の定額払いとして支払う）」ということが記載された
労働条件通知書を労働者へ交付し、又同旨が就業規則にも記載されていること

② 時間外・休日・深夜労働の実績に基づく割増賃金額が、定額時間外手当の金額
を超える場合、差額の支払を行うこと

③ 実際の時間外労働等の労働時間の実態からみて、定額払いの算出方法等に合理
性があること（割増賃金の支払いとしての実質を有していること）
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➤ 労働時間とは

※ 使用者の指揮命令下におかれ、明示・黙示の指示により労働者が業務に

従事する時間は労働時間に該当します。

例えば、

・ 使用者から着用を義務付けられた服装に着替える時間

・ 業務開始前の準備、業務終了後の後片付け・清掃の時間

・ 事務所と作業場所間の移動時間

・ 使用者の指示があったらすぐに業務に従事しなければならない状態で待

機している時間（手待ち時間）

・ 参加が業務上義務付けられている研修・教育訓練の受講、使用者の指示

による業務に必要な学習・資格取得の時間

20



21



➤ 賃金や各種手当の減額や支給しないことは禁止です！
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➤ 減給の制裁を行うには、予め就業規則で定めておくことが必要であるほか、

賃金の減額が制裁としてであることを懲戒通知や給料明細等への記載で明ら
  かにしてください。
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